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行政サービス格差と税源の関係（1）
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出所）埼玉県・千葉県・神奈川県「居住
する地域にとらわれないこども施策の実
現及び税源の偏在是正について」2024年
5月7日より引用して追記。



行政サービス格差と税源の関係（2）

3出所）財政制度等審議会「我が国の財政運営の
進むべき方向」2024年5月より引用して追記。



行政サービス格差と税源の関係（3）

4出所）財政制度等審議会「我が国の財政運営の
進むべき方向」2024年5月より引用して追記。



行政サービス格差と税源の関係（4）
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出所）第3回 持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会
（2025年1月28日）「神戸市提出資料」より引用して追記。



行政サービス格差と税源の関係（5）
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出所）第3回 持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会
（2025年1月28日）「神戸市提出資料」より引用。



7出所）総務省ウェブサイト「地方税収等の状況」
「地方税収等の推移」より引用して追記。



地方税収の増加と
地方交付税の関係のイメージ

8

・同額の基準財政需要額をもつ交付団体（左）と不交付団体（右）で、同額の
地方税の税収の増加がある場合、交付団体の地方交付税が減額され、不交付団
体の財源超過額（基準財政需要額を上回る基準財政収入額）が拡大する。



9出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強会
報告書」2025年3月より引用。

兵庫県 地方税の偏在是正に
関する勉強会 報告書

兵庫県ウェブサイトにて公開済み（https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/chihozeibenkyoukai.html）

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/chihozeibenkyoukai.html


10出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強会
報告書」2025年3月より引用して追記。



報告書の検討方針
• 特に偏在性が大きい地方法人課税に注目
• 1）現行の分割基準や事務所等の要件では,実態に合わないと考
えられる業態や設備等（下記表）

• 2）具体的な是正方策を検討
• 3）2）の是正方策では対応できない場合は特別法人事業税・譲
与税及び法人住民税法人税割の交付税原資化のさらなる措置へ

11
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



地方税に影響のある
社会経済情勢の変化

12
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



分割基準の現状と課題(1)

13
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強
会報告書」2025年3月より引用。



分割基準の現状と課題(2)
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• 1）物品販売系EC

出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



分割基準の現状と課題(3)
• 1）物品販売系EC

15
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強
会報告書」2025年3月より引用。

EC化率＝商取引全
体に占める電子商
取引（EC）の割合



分割基準の現状と課題(4)
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• 1）物品販売系EC

出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用して追記。



分割基準の現状と課題(5)
• 2）フランチャイズ事業

17
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用して追記。



分割基準の現状と課題(6)
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• 2）フランチャイズ事業

出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強
会報告書」2025年3月より引用して追記。



分割基準の現状と課題(7)
• 3）オートメーション化

– 物流施設等におけるロボットで従業者数減少
– 倉庫業の分割基準：「事業所などの固定資産の価額」
– EC事業者の分割基準：「事業所数及び従業者数」

• 4）分社化

19
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



分割基準の現状と課題(7)
• 5）その他

20
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



事務所等の要件の現状と課題(1)
• 事務所等の要件の概要

– （1）人的設備を有すること
– （2）物的設備を有すること
– （3）事業を継続して行うこと

• 事務所等の要件の見直しが必要な背景
– 人的設備の要件に該当しないケース

• 無人の発電設備などの施設が他の地方自治体から遠隔操作を受ける
ケース

– 法人が事業活動を行うにあたっては、地方自治体から何ら
かの行政サービスを享受していることから、応益性の観点
から問題があるのではないか

21



事務所等の要件の現状と課題(2)
• 事務所等の要件において課題が考えられる業態等

• 1）特定目的会社
– 物流倉庫で増加
– 99％が東京都内に本店

• 2）太陽光発電・
風力発電等

– 兵庫県内に太陽光発電設備を設置する16社のうち、11社が県外に本店
があり、このうち兵庫県に納税があるのは3社のみ

– 兵庫県内に風力発電設備を設置する5社のうち、3社が県外に本店があ
り、このうち兵庫県に納税があるのは1社のみ

22
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



事務所等の要件の現状と課題(3)
• 事務所等の要件において課題が考えられる業態等

• 3）デジタル系EC
– オンラインゲームや電子出版
動画や音楽の有料配信など

• 4）その他

23
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用して追記。



地方法人課税
における新たな
是正方策の検討

24出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。

• 1）分割基準の見直し
で対応
• 2）事務所等の要件の
見直しで対応
• 3）それ以外は特別
法人事業税・譲与税の
拡充で対応



25出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強会
報告書」2025年3月より引用して追記。



兵庫県 地方税に関する
勉強会の報告書について

2025年8月6日（水）
地方税制のあり方に関する検討会

関西学院大学 経済学部
上村 敏之
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